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◆「報告書案」が示される◆「報告書案」が示される◆「報告書案」が示される◆「報告書案」が示される

労働時間をめぐる法改正の動きが活発化してきました。

2月6日に労働政策審議会労働条件分科会（第124回）
が開催され、「今後の労働時間法制等の在り方について

（報告書案）」が示されました。

2日
○じん肺健康管理実施状況報告の提出［労働基準監督

署］

○健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

○外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］

10日
○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局

または銀行］

○雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］

○労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に

◆◆◆◆4月分から適用の見込み月分から適用の見込み月分から適用の見込み月分から適用の見込み

通例3月分から見直しとなっている健康保険料率（協会
けんぽ）ですが、平成27年度については、4月分（5月納
付分）から変更される見込みです。これは昨年12月の衆議
院解散に伴い、政府予算案の閣議決定の時期も後ろ倒し

になると見込まれているためです。

（報告書案）」が示されました。

◆「報告書案」のポイント◆「報告書案」のポイント◆「報告書案」のポイント◆「報告書案」のポイント

上記で示された報告書案では、主に次の内容が記載さ

れています。

・改正労働基準法の施行は「平成28年4月」とすること。
・月60時間超の時間外労働に対する割増賃金率（5割以
上）の中小企業への適用猶予の撤廃時期は「平成31年
度」とすること。

・使用者に年次有給休暇の時季指定を義務付ける日数

（付与日数が10日以上である労働者が対象）について
は「年5日」とすること。
・上記措置に伴い有休管理簿の作成を義務付け、3年間
保存しなければならないとすること。

・フレックスタイム制の精算期間の上限について現行の1
カ月から「3カ月」に延長すること。
・上記精算期間内における当該月の割増賃金の支払対

象は「1カ月ごとに1週平均50時間を超えた労働時間」

○労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始している場合＞

［労働基準監督署］

16日
○贈与税の申告期限＜昨年度分＞［税務署］

○所得税の確定申告期限［税務署］

31日
○健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

○外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］

個人事業者の消費税の確定申告期限［税務署］

～当事務所より一言～～当事務所より一言～～当事務所より一言～～当事務所より一言～

労働基準法の改正案が出ています。細かい部分のよう

になると見込まれているためです。

また、介護保険料率も、同様に4月分（5月納付分）から
変更されるようです。

健康保険料は、平成18年の健康保険法改正により、平
成21年9月からは都道府県ごとの料率が設定されていま
す。会社が健康保険適用事業所の届出を行っている都道

府県のものが適用されます。

なお、現在適用されている激変緩和率が引き上げられる

ことにより、都道府県単位の保険料率が変更となる場合、

支部により保険料率の変動パターンは異なってきますので、

詳しくは協会けんぽから送られてくるチラシ・リーフレット等

を参照してください。

◆介護保険料率が引下げ◆介護保険料率が引下げ◆介護保険料率が引下げ◆介護保険料率が引下げ

平成27年度の健康保険の一般保険料率（被保険者全
員が対象）の平均保険料率は、現行の10％が維持される
見込みですが、一般保険料と合わせて、40歳以上65歳未
満の被保険者から徴収される介護保険料率は下がるようで

1 1 50
とすること。

・裁量労働制の適用拡大の対象は「課題解決型提案営

業の業務」「企画立案調査分析を一体的に行う業務」等

とすること。

・高度プロフェッショナル制度の対象者の年収は「平均給

与額の3倍程度を相当程度上回る」（1,075万円を想
定）とすること。

◆今後の流れは？◆今後の流れは？◆今後の流れは？◆今後の流れは？

今後、これまでの議論を踏まえて「報告書」が示された

後、報告書の内容をもとにした労働基準法の改正案が通

常国会に提出される見込みとなっています。

いまだ労使の対立が激しい内容も含まれていますが、

企業実務に大きな影響を与える改正になりそうですので、

議論の行方に注目しておかなければなりません。

労働基準法の改正案が出ています。細かい部分のよう

ですが、時代と今の声が反映されたものとなりそうです。

労働法の根幹ともいえる同法ですので、注目しておきた

いところです。

健康保険・介護保険については、毎年3月に見直しが
行われております。

未加入事業所の問題もあり、当方にも多数ご相談をい

ただいております。適正な加入と保険料納付を実施した

いところです。

満の被保険者から徴収される介護保険料率は下がるようで

す。

現在（平成27年2月時点）、介護保険料率は1.72％で
すが、平成27年4月（5月納付分）からは「1.58％」に引き
下げられるようです。

仮にこの通り変更となった場合には、被保険者の健康保

険料（一般・介護）の負担額は、例えば次のようになります

（労使折半前の額）。

〔年額〕70,342円 → 65,043円（5,299円の負担減）
〔月額〕5,862円 → 5,420円（442円の負担減）

◆今後の健康保険料関係の改革◆今後の健康保険料関係の改革◆今後の健康保険料関係の改革◆今後の健康保険料関係の改革

また、現在、健康保険料については、「標準報酬月額の

等級追加」や「一般保険料率の上限引上げ」が検討されて

います。この他にも細かい制度の変更が行われる予定で

すので、常に最新の情報をチェックしておきましょう。


